
（様式第１号）

埼玉県知事

１　確認事項

□ 労働基準法、労働施策総合推進法及び育児・介護休業法等の労働関係法令に違反する重大な事実

が過去３か年以内にない

□ 育児・介護休業法を遵守した就業規則を整備している

□ 就業規則の作成・届出義務がないため未整備（従業員が１０人未満）

□ 次世代法に基づき、一般事業主行動計画を策定・公表し、都道府県労働局に届出をしている

□ 一般事業主行動計画策定・届出の義務がないため未策定（従業員が１０0人以下）

□ 女性活躍推進法に基づき、一般事業主行動計画を策定・公表し、都道府県労働局に届出をしている

□ 一般事業主行動計画策定・届出の義務がないため未策定（従業員が１０0人以下 ）

□ 暴力団排除規定に該当しない

その他法令上又は社会通念上、認定することが適当でないと知事が判断する事由がない

□ 従業員との間で、就業環境等にかかる争訟等を抱えていない

□ 国税又は地方税にかかる滞納処分を受けていない

□ その他( )

２　申請区分

□ 新規 □ 更新 □ ステップアップ

３　企業情報

□ □

常用労働者数（県内） 人 人 人

※以上の情報には県ホームページで公表する項目があります。あらかじめ御了承ください。

連絡用情報

（１）

（２）

記

埼玉県多様な働き方実践企業　認定申請書

申請日 　　　年　　　　月　　　　日

（フリガナ）

企業名

代表者職名 代表者氏名

　埼玉県多様な働き方実践企業認定制度実施要領第5に基づき、多様な働き方実践企業の認定について下記のと
おり申請します。なお、この申請書については、事実に相違ありません。

（３）

（４）

（５）

　　　年　　　　月　　　　日

所在地
（県内事業所所在地）

〒

（６）

申請単位 法人全体 事業所

前回の認定日

電話番号

メールアドレス（メルマガ送信先）

ホームページURL

埼玉県内の事業所名の記載
※申請以外の事業所がある場合

業種 （日本標準産業分類　大分類）

事業内容

正社員 非正規社員 合計

担当者氏名

担当者所属部署

電話番号

メールアドレス

送付先

〒











（様式第2号）

【プライム企業認定項目】

□ 希望する □ 希望しない

（１） 男性従業員の育児休業の取得が定着している

男性の従業員等の育児休業の取得割合が県の目標を上回る《過去１か年》

（２） 介護休業した従業員が現に働き続けている

介護休業した従業員等の仕事復帰率が50％以上《過去５か年》

（３） 残業時間の縮減に努めている

年間1人当たりの月平均残業時間が業種別平均を下回る《過去１か年》

（４） 年次有給休暇の取得促進に努めている

年次有給休暇の年間取得率が業種別平均を上回る《過去１か年》

（５） 出産した女性従業員が現に働き続けている

出産した女性の従業員等の仕事復帰1年後の継続就業率が50％以上　《過去５か年》

（6） 女性管理職が活躍している

管理職（課長相当職以上）のうち、女性の比率が国の目標を上回る

（７） 従業員が長く働き続けている

平均勤続年数が業種別平均を上回る

□

□

□

□

□

□

(n)

(l)

平均勤続年数 勤続年数の合計 対象従業員数

年

(m/n) (m)

(k/l×100) (k)

人年

人

％

継続就業率 仕事復帰後1年以上継続就業している者の数

(j)

管理職女性比率 女性管理職数

(i/j×100) (i)

％
人

過去5年間で出産日まで所属していた者の数

(g/h×100) (g) (h)

(e) (f)

年休年間取得率 対象者の年次有給休暇取得日数の合計 対象者の年次有給休暇付与日数の合計

日
％

日

(c/d×100)
人

人

(d)

月平均残業時間 年間所定外労働時間の合計

(c)

(a/b×100) (a) (b)

(e/f)

過去1年間の月末の対象者数の合計

人

時間
時間

介護休業から仕事に復帰した従業員の数 介護休業した従業員の数

％

仕事復帰率

　「２　認定項目」の５項目のうち４項目以上に該当し、以下の7項目のうち4項目以上を満たす企業を「プライム企
業」として認定します。
　割合や平均を算出する場合は、小数点以下第2位を四捨五入してください。

□

人 人

配偶者が出産した男性従業員の数育児休業を取得した男性従業員の数男性育休取得割合

％

管理職数（男女含む）

人 人






